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１.社会福祉連携推進法人制度創設の背景



社会福祉法人数の推移

※出典︓厚生労働省福祉行政報告例(国所管は厚生労働省社会・援護局福祉基盤課調べ)

○社会福祉法人の数は、多少鈍化はしているもの、引き続き、増加している。
（令和４年度→令和５年度︓５件増）



「サービス活動収益」の規模別の法人の割合







○ 社会福祉法人の法令上の合併の手続き

合併認可件数(年度別)

R5R4R3R2H31・R1H30H29H28H27H26H25H24

2215171320121022914616件数

※出典︓福祉行政報告例。ただし、社会福祉協議会・共同募金会・社会福祉事業団の件数を除く。

社会福祉法人の法人合併の現状

○社会福祉法人の合併認可件数は、年間１０〜２０件程度で推移している。
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２.社会福祉連携推進法人制度について



































３.社会福祉連携推進法人制度における認定までの流れ





認定所轄庁の考え方
認定所轄庁条件

市長主たる事務所が市の区域内にある連携推進法人であっ
て、その行う事業が当該市の区域を越えないもの①

指定都市の長
主たる事務所が指定都市の区域内にある連携推進法
人であってその行う事業が１の都道府県の区域内におい
て２以上の市町村の区域にわたるもの

②

厚生労働大臣

連携推進法人の行う事業が２以上の地方厚生局の管
轄区域にわたるものであり、社員の主たる事務所が全て
の地方厚生局の管轄区域にわたり、かつ社会福祉連携
推進業務 （法第 125 条）の全てを行うもの又はそれ
に類するもの

③

都道府県知事①〜③以外のもの④





ご清聴ありがとうございました


